
 　 　（単位：千円）

 　 資      産      の      部    負      債      の      部

 　科        　 目      金       額 　 科          目      金       額

7,582,632 2,270,708

   5,806,766    179,047

   63,731    876,674

56,417 11,749

 296,571 671,543

 777,344 6,243

 9,762 505,762

 11,402 15,254

39 4,433

15,138 4,809,027

547,797  17,182

 △ 2,340  153,483

56,625,406  4,618,161

54,867,463  20,199

 15,727,718 　　 7,079,735

 383,405   純    資　　産　   の    部

  846 57,033,087

　  2,380 　 100,000

 45,706 　 6,618,722

38,678,184 　　 4,947,500

29,221 1,671,222

1,114,221 　 50,987,232

1,083,740 　 576,300

 26,772 　 50,410,932

 3,708 　 48,100,000

　 643,721 　 2,310,932

 215,895 　 △ 672,867

　 　 58,400

180,895

 188,530  

160,881  

△ 160,881 　 57,128,303  

資産合計 64,208,038 64,208,038

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

貸 借 対 照 表
（2025年3月31日現在）

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

受 取 手 形 未 払 金

電 子 記 録 債 権 未 払 費 用

売 掛 金 未 払 法 人 税 等

商 品 預 り 金

前 渡 金 前 受 収 益

前 払 費 用 賞 与 引 当 金

未 収 収 益 そ の 他

未 収 入 金 固 定 負 債

そ の 他 退 職 給 付 引 当 金

車 両 運 搬 具 資 本 金

貸 倒 引 当 金 役員退職慰労引当金

固 定 資 産 長 期 預 り 敷 金

有 形 固 定 資 産 資 産 除 去 債 務

建 物 負 債 合 計

構 築 物

機 械 及 び 装 置 株 主 資 本

工具、器具及び備品 資 本 剰 余 金

土 地 資 本 準 備 金

建 設 仮 勘 定 そ の他資 本 剰余 金

無 形 固 定 資 産 利 益 剰 余 金

借 地 権 利 益 準 備 金

ソ フ ト ウ エ ア そ の他利 益 剰余 金

電 話 加 入 権 別 途 積 立 金

投資その他の資産 繰 越 利 益 剰 余 金

投 資 有 価 証 券 自 己 株 式

95,215
長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産
その他有価証券評価差額金 95,215

そ の 他

貸 倒 引 当 金 純 資 産 合 計

資 産 合 計 負債及び純資産合計

関 係 会 社 株 式
評価･換算差額等



　 　

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 資産の評価基準及び評価方法

　(1)　棚卸資産

商品 　

げの方法）

　(2)　有価証券

子会社株式及び 　

関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

　市場価格のない株式等以外のもの

　市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

　(3)　デリバティブ取引により生じる正味の債権（及び債務）

時価法

　 　 　

「中小企業の会計に関する指針」においては、一定の場合には会計処理の簡便

個 別 注 記 表

本計算書類は、会計監査人設置会社に適用される「我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準」によらず、中小企業のための一般に公正妥当

と認められる企業会計の慣行として認められている「中小企業の会計に関する指

針」に基づき､個別注記表に記載された会計の基準に準拠して作成しております。

化や法人税法で規定する処理の適用が容認されており、これらについては、重要

な会計方針に記載しております。

移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）



2. 固定資産の減価償却の方法

　(1)　有形固定資産

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

２～50年

10～40年
８～17年  
２～６年

  ２～10年

　(2)　無形固定資産 定額法によっております。

同一の基準によっております。

ます。

　(3)　長期前払費用 定額法によっております。

同一の基準によっております。

3. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　

4. 引当金の計上基準

　(1)　貸倒引当金

上しております。

　(2)　賞与引当金

　 上しております。

　(3)　退職給付引当金

ります。

ます。

　(4)　役員退職慰労引当金

構 築 物

定率法によっております。ただし、1998年4月1日以降

に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい

ては、定額法を採用しております。

建 物

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

規定に基づく期末要支給額を計上しております。

従業員の賞与支払に備えるため、支払見込額に基づき計

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認められる額を計上してお

なお、退職給付債務の算定方法は、簡便法によっており

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金



5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　(1)　ヘッジ会計の処理 原則として、繰延ヘッジ処理によっております。

　(2)　消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

（表示方法の変更に関する注記）

　 該当事項はありません。

（貸借対照表に関する注記）

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産 　

　建物 　 千円

　構築物 　 千円

　土地 　 千円

　 　合計 　 千円

(2) 担保に係る債務 　

　株式会社光商の借入金 908,000千円について、債務保証を行っております。

2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　短期金銭債権 　 千円

　長期金銭債権 　 千円

　短期金銭債務 　 千円

3. 有形固定資産の減価償却累計額 千円

（税効果会計に関する注記）

　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　繰延税金資産 　  

　　賞与引当金 　 千円

　　未払事業所税 　 千円

　　未払事業税 　 千円

　　退職給付引当金 　 千円

　　役員退職慰労引当金 　 千円

　　減損損失 　 千円

　　投資有価証券評価損 　 千円

　　貸倒引当金 　 千円

　　資産除去債務 　 千円

　 　　繰延税金資産合計 　 千円

　 　 　

　繰延税金負債 　

　　資産除去債務 　 千円

　　その他有価証券評価差額金 千円

　 　　繰延税金負債合計 　 千円

　 　　繰延税金資産の純額 　 千円

5,945

217,835

9,581

1,815,678

2,043,095

114,623

159,474

155,408

21,018,444

6,051

2,999

61,262

△ 1,838

△ 50,373

△ 52,212

188,530

53,105

46,288

1,626

56,474

6,989

240,742



（関連当事者との取引に関する注記）

1. 親会社及び法人主要株主等

　
    

 の所有 　
 又は職業  （被所有） 期末残高

　  割合 　 　 　
　 　  

東京都 賃貸不動産の

荒川区 一部賃貸借、

債務保証

役員の兼任
 　

（注）　取引金額には、消費税等は含まれておりませんが、期末残高には、消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

 不動産の賃貸借は、近隣の取引実勢に基づいております。

2. 子会社及び関連会社等

　
    

 の所有 　

 又は職業  （被所有） 期末残高

　  割合 　 　 　

　 　  

　

㈱青森

光商事

他９社 他

 ～

　

　

（注）1

　 　 2　取引金額には、消費税等は含まれておりませんが、期末残高には、消費税等が含まれております。関連会社等には非連結子会社1社が含まれております。

　　　(単位：千円）

議決権等

会社等 資本金 事業の内容 関連当事者との

取引金額 科目

出資金 　　　

親会社 ㈱光商 10,000 不動産 （被所有）
不動産の賃貸

種類 の名称 所在地  又は 関係 取引の内容

68.8%
借入債務の保証 908,000 － －

1,544,700 前受収益 144,897
賃貸業 直接

取引金額には、消費税等は含まれておりませんが、期末残高には、消費税等が含まれております。

　　　(単位：千円）

議決権等

会社等 資本金 事業の内容 関連当事者との

科目

出資金 　　　

関　 連 ㈱東京 東京都 19,200 家　具 （所有）

種類 の名称 所在地  又は 関係 取引の内容

光商事 足立区 卸売業 直接

取引金額

21.6%
売掛金 28,147

青森県 10,000 家　具 （所有） 当社商品の販売
代理店でありま
す。

家具の販売

当社商品の販売
代理店でありま
す。 家具の販売 262,219

受取手形 2,990
会社等

550

八戸市 ～ 卸売業 直接

　

取引金額には、消費税等は含まれておりませんが、期末残高には、消費税等が含まれております。

売掛金 75,300
2社については設
備を賃貸しており
ます。

50.5%
その他 159,474

931,634

受取手形 7,016

30,000 30.0%

不動産の賃貸 6,218 前受収益



取引条件及び取引条件の決定方針等

㈱東京光商事他10社について

1.

2.

3.

3. 役員及び個人主要株主等

　
    

 の所有 　
 又は職業  （被所有） 期末残高

　  割合 　 　 　
　 　  

東京都 賃貸不動産の

荒川区 一部賃貸借、

債務保証

役員の兼任

　

　

　 　

　

 　

　

　

（注）1

　 　 2　取引金額には、消費税等は含まれておりませんが、期末残高には、消費税等が含まれております。当社の役員である安岡定二が議決権の100％を直接保有しております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

 不動産の賃貸借は、近隣の取引実勢に基づいております。

ま す。 また 、当事 業年度におい て、 14,924千円の貸倒引当金戻入額を計 上し ておりま す。

当 社 商 品 の 販 売 に つ い て は 、 販 売 代 理 店 契 約 を 締 結 し 、 価 格 は 販 売 価 格 協 定 書

に 基 づ き 、 他 の 取 引 先 に 比 し て 価 格 的 に 優 遇 し て お り ま す 。

な お 、 支 払 条 件 に つ い て は 、 変 え て お り ま せ ん 。

不動産の賃貸は、近隣の取引実勢に基づき、3年毎の契約により金額を決定しております。

関 連 会 社 へ の そ の 他 債 権 に 対 し 、 合 計 159,474 千 円 の 貸 倒 引 当 金 を 計 上 し て お り

　　　(単位：千円）

議決権等

会社等 資本金 事業の内容 関連当事者との

取引金額 科目

出資金 　　　

役員及 ㈱光商 10,000 不動産 （被所有）

不動産の賃貸

種類 の名称 所在地  又は 関係 取引の内容

1,544,700 前受収益 144,897

びその 賃貸業 直接

近親者 68.8%

が議決

権の過

む。)

半数を

所有し 　 　

ている

会社等

(当該会

社等の

子会社 　

を含

取引金額には、消費税等は含まれておりませんが、期末残高には、消費税等が含まれております。

借入債務の保証 908,000 － －



（１株当たり情報に関する注記）

1. 1株当たり純資産額 　 　 　

2. 1株当たり当期純利益 　 　

（重要な後発事象に関する注記）

　　 　 該当事項はありません。  　 　

（当期純利益金額）

　　　　　 2,212,990千円

1,785,259,477円56銭

69,155,949円53銭


